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今求められる全社型業務改革の意義と
成功要因
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1	 経済環境が厳しさを増すなか、日本企業はグローバル化への対応や新事業の拡
大・創造に向けた経営リソースの再配置を目的とした、従来型の改革よりも一
層抜本的に業務の見直しをする「全社型業務改革」に取り組み始めている。

2	 戦略実行力の有無がビジネスの勝敗を決める昨今の状況では、戦略そのものの
巧拙に加えて、戦略をすばやく的確に実行する仕組みを構築することは、日本
企業にとって急務である。一方、戦略実行力強化の必要性と優先度の高まりに
対して、現状の日本企業は人的リソース配分やIT活用度の点では途上段階に
あり、今後強化していきたい意向が強いことが野村総合研究所（NRI）の調査
からわかっている。

3	 従来の業務改革と比較した際の全社型業務改革の特徴は、①改革の目的が戦略
実現である、②大胆な組織改編や人事異動を伴う、③改革の対象が全社または
複数部門に及ぶ、④専任部署の設置が必要になる──の４点にまとめられる。

4	 全社型業務改革は、①戦略直結型業務改革、②システム一体型業務改革、③人
材変革型業務改革──の３つに類型化できるが、いずれのタイプにおいても、
改革を全社視点で先導する専任部署の設置とその推進力が重要となる。

5	 経営層には、業務改革を現場の問題と捉えるのではなく、改革シナリオを自ら
の言葉で提示し、陣頭指揮を執る役割が求められる。日本企業は、全社型業務
改革によって次世代の経営基盤を早期に確立させるべき時期にあり、経営のあ
り方、経営者自身のあり方そのものの改革も同時に求められている。

特集 全社型業務改革で切り開く新たな経営スタイル  1
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Ⅰ 全社型業務改革が
 求められる背景

日本ではこれまでも多くの企業が、業務改
善やBPR（ビジネスプロセス・リエンジニア
リング）に取り組んできた。2008年のリーマ
ン・ショックを経た現在では、専任部署を設
置し、特定業務や部門の垣根を越えて全社レ
ベルで新たな業務を再構築する「全社型業務
改革」（図１）と呼ぶべき改革に取り組む企
業が増えている。

企業がこのような全社型業務改革に取り組
む背景には、以下のような３つの経営課題が
ある。

１点目は、国内市場の成熟・飽和や急激な
円高などの逆境の克服に向けた「成長戦略の
遂行」である。厳しさを増す経営環境の変化
に対応すべく、多くの企業が新たな事業領域

の構築や事業のグローバル展開、M&A（企
業合併・買収）、新たな市場創出のための製
品やサービスのイノベーション（革新）に取
り組んでいる。

新事業領域を構築・拡大させるには、従来
の業務プロセスとは異なった新たなプロセス
の構築が必要となる。たとえば、新興国で市
場拡大を試みる企業は、製品開発のプロセス
や販売・アフターサービスの手法をその市場
に合わせた方法へと変えていかなければ、も
はや競争力を発揮できない。また、M&Aを
行った企業では、統合効果を発揮するために
PMI（M&A後の統合プロセスとマネジメン
ト）として、業務や情報システムの統合を図
っていかなければならず、この過程におい
て、少なくとも１社または複数社の業務自体
を抜本的に変える必要が生じる。

これらは、企業にとっていわば未体験の取

図1　日本企業が抱える経営課題とバリューチェーン（価値連鎖）における全社型業務改革の位置づけ 

注）BI：ビジネスインテリジェンス、CRM：顧客関係管理、M&A：企業合併・買収、SCM：供給網管理
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り組みであり、従来のやり方をゼロベースで
見直し、仕組みや業務を新たに構築する活動
である。

２点目は、「コスト構造の抜本的改革」が
挙げられる。日本国内はもとより世界的な不
況のなか、製品・サービスのコストダウンに
とどまらず、間接コストの低減によって企業
の収益力を上げていくことが求められてい
る。

この点において日本企業は、欧米企業と比
較して投資家からの収益性向上に対する圧力
がそれほど強くない。また、企業自体も長き
にわたって短期収益よりも中長期の成長に重
きを置いた経営をしてきた歴史がある。しか
し、時代は変わった。昨今の経営環境は、中
長期の成長を目指すうえでも従来のコスト構
造を見直し、短期的な収益向上を実現すべく
生産性を高めていかなければ立ち行かない。
国内大手電機メーカーが大規模なリストラク
チャリング（事業の再構築）を相次いで実施
したり、増幅させすぎて機能が重複してしま
ったグループ子会社を再編したりしているの
もこのためである。

直接支出となる外部調達コストの見直しは
もとより、間接部門やグループ会社など、従
来は手をつけてこなかった領域を含む「聖域
なきコストダウン」が本格的に始まってい
る。

３点目は、社内の基幹システムの更新に伴
う「業務の抜本的見直し」の必要性である。

日本では長年厳しい経営環境が続いてきた
ために、不要不急の投資を抑制するという観
点から、基幹システムの更新を凍結・先送り
してきた企業も多い。そのような企業のなか
には、これまでの各種の「延命措置」では業

務遂行に支障をきたし、いよいよシステムの
更新をしなければ業務が立ち行かないといっ
たところも少なくない。

基幹システムの更新には多額のIT（情報
技術）投資と、設計から開発、移行まで含め
れば数年にわたる期間が必要なケースが多
い。多くの日本企業ではERPパッケージ（統
合業務パッケージ）を導入して、費用と開発
期間を最少化しようとしているものの、日本
企業独特の商習慣や業務も多く残っており、
その業務自体を見直して改革するか、あるい
はシステムの追加開発やカスタマイズをする
かが必要となる。

このため基幹システムの更新は単なるIT
的側面での取り組みではなく、全社の業務を
一から見直して課題を整理し、新しい業務標
準を構築しようとする業務改革への取り組み
につながっていく。

成長戦略の遂行、コスト構造の抜本的改
革、業務の抜本的見直し、いずれかの要因ま
たはその複合的要因によって、特定部門の改
革にとどまらない全社型業務改革に、業界を
問わず多くの日本企業が取り組むようになっ
てきている。

Ⅱ 日本企業の業務改革の
 必要性と優先度

現在企業が直面する経営課題を解決するた
めに始まっている全社型業務改革は、日本企
業の経営能力としての「戦略実行力」を強化
する取り組みといえる。

企業にとって戦略とは、経営目的達成のた
めに何をすべきかを決定する最も重要な機能
である。しかし、現在の経営環境では、何を
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するかを決定したら直ちに実行して競争優位
性を築けなければすぐに陳腐化してしまう。
また、不確実性の高い経営環境下において
は、経営を安定化させようとすると、どうし
ても思い切った戦略は取りにくくなり、同業
他社と似た戦略になりやすい。

しかし、戦略実行力が高い企業は、ライバ
ル企業に先手を打たれるなど多少の出遅れや
失敗で一時的にダメージを負っても、すばや
い実践や修正で早期に業績を回復させること
が可能である。

たとえば、スマートフォン（多機能携帯電
話）市場では、アップルがイノベーティブな
製品を開発し市場を創造してきたが、韓国企
業は数年のうちにキャッチアップし、すでに
世界市場でトップシェアの座を勝ち得てい
る。薄型テレビ市場も同様に、もともと優位
であった日本企業の技術力に対して、韓国企
業が価格競争力に加えて広告・宣伝力で対抗
し、技術力までもキャッチアップして凌駕し
てしまった。現在では中国企業が韓国企業に
追随している。

これらのことを人体にたとえるならば、も
ちろん脳は必要だが、神経系を発達させ、筋
肉にすばやく情報を伝えて行動できる能力

が、市場で勝つために今まさに求められてい
る。脳で考えた「戦略」を、神経系を通じて
すばやく「情報伝達」し、全身の器官である

「組織で実行」するのである。また逆に、今
市場で起きている変化を全身の器官で察知し
て経営の中枢にすばやく伝達し、戦略の変更
や新たな「打ち手」を講じるといった動きを
取らなければならない。

話を企業に戻せば、巨大組織についた無駄
な贅肉をそぎ落とす従来型の改革と同時に、
組織間の情報連携・伝達をすばやくすること
で、経営の意思決定力向上と現場がスピーデ
ィに実行に移せる改革に取り組み、その両方
を通じ、企業は全身を鍛え直さなければなら
ない。

無駄な贅肉という観点からいえば、日本企
業のスリム化はいまだ途上段階にある。

日本企業の多くは、今まさに真のグローバ
ル化を目指しており、野村総合研究所（NRI）
の調査結果によると、海外売上高比率が３割
を超えると、グローバル事業を担うためにグ
ローバル本社機能を拡充させる動きが本格的
に出てくる。

2011年12月〜12年１月にNRIが実施した「グ
ローバル本社機能のあり方に関するアンケー

図2　日本企業における本社部門の変化

2000年ごろと比較して本社部門はどのように変化したか

0 20 40 60 80 100

出所）野村総合研究所「グローバル本社機能のあり方に関するアンケート調査」2011年12月～12年1月
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ト調査」では、「2000年ごろと比較して本社
部門の業務範囲がどのように変化したか」と
いう問いに対し、67％の企業が「増えた（『大
幅に増えた』『若干増えた』）」と回答してい
る。そしてそこに割かれるコストや人員は、
同じく2000年ごろと比較して、47％の企業で
増加しており、「減少した（『若干減った』

『大幅に減った』）」とする企業は24％にすぎ
ない（前ページの図２）。グローバル事業の強
化という戦略に基づいて、多くの企業が本社
間接部門の強化を図っている実態がわかる。

一方、NRIが米国のハケットグループと提
携して日本企業向けに提供しているグローバ
ル・ベンチマーキングに基づいて日本企業と
欧米のグローバル企業を比較すると、新たな
実態が浮き彫りになってくる。

たとえば日本企業の経理・財務部門の人員
は、現在でもデータ収集や加工、編集、報告
といった定型的な「処理的業務」へ投入され
る割合が高い。一方、データ分析や考察、経
営への提言など企画・計画や管理的な「財務
計画・業績管理業務」への人員投入は欧米グ
ローバル企業よりも少ない（図３）。人事関

連部門も同様で、従業員関連のデータ更新業
務の自動化率を比較すると、日本企業は欧米
グローバル企業の２分の１から３分の１程度
にとどまっており、「処理的業務」への人的
リソースの投入割合が高いことがわかる。

以上から推察されるのは、日本企業では業
務範囲の拡大に合わせる形で本社部門の人員
を増やしてきており、人員の適正配置を含め
た抜本的な業務効率化の観点ではまだ不十分
ということである。

神経系である組織間の情報連携・伝達の観
点でいえば、企業成長に伴う組織の規模拡大
やその組織の世界的な広がりのなかで、日本
企業においても優れた神経系を備える重要性
はますます高まっている。

実際、NRIの前出の調査からは、多くの企
業で「部門情報の集約・経営判断の仕組み強
化」や「川上・川下での情報の共有」「営業
現場の情報活用力強化」といった情報連携・
伝達にかかわる課題が、戦略課題として積極
的に取り組まれていることがわかる。

ところで、企業内の情報連携・伝達を支え
るITシステムにBI（ビジネスインテリジェ

図3　日本企業と欧米グローバル企業の経理・財務部門の人員数 

注）日本企業・欧米グローバル企業の各業務を担当する平均的な人員数を相対的に比較したものであり、グラフの高さは絶対数を表す
ものではない

出所）「NRIグローバル・ベンチマーキング」の結果に基づき作成 
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ンス）システムがあるが、この導入状況を見
ると、約７割の企業が「経理・財務業務」に
導入している。しかし現状で「経営企画・管
理業務」に導入している企業は４割に満たな
い。一方、３割以上の企業が今後、経営企画・
管理業務への導入意向を示している（図４）。
BIシステムの用途別活用度を見ると、欧米
グローバル企業を１とした場合、日本企業は
２分の１から、３分の１にとどまっているの
が現状である（図５）。

日本企業にとって、人員配置も含めた抜本
的な構造改革による「経営の合理化」と「情
報連携・伝達機能の高度化」という課題の重
要性と優先度は、間違いなく高まる一方であ
る。対して現状は、いまだ途上段階にある。

Ⅲ 全社型業務改革の特徴

日本企業が市場で生き残るために、今まさ

に求められ、優れた神経系と全身の器官を備
えた、すなわち戦略実行力を高めるための企
業改革が「全社型業務改革」である。これ
は、これまで取り組んできた特定部門の業務
改革や現場の知恵を結集した、いわゆる「カ
イゼン」とは異なる性質のものである。本章

図5　日本企業と欧米グローバル企業のBIシステムの用途別活用度 

注）BI：ビジネスインテリジェンス、OLAP：オンライン分析処理 
出所）「NRIグローバル・ベンチマーキング」の結果に基づき作成 
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図4　BI（ビジネスインテリジェンス）システムの導入状況と、今後導入したい業務

BIを導入している業務 今後BIを導入したい業務
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出所）野村総合研究所「グローバル本社機能のあり方に関するアンケート調査」2011年12月～12年1月
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では、従来の業務改革と比較した際の、全社
型業務改革の特徴を整理したい。その特徴と
は、

①目的は「全社の戦略の実現」
②大胆な組織改編や人事異動の実施
③改革の対象が全社または複数部門
④専任部署の設置
──の４点である（図６）。

1	 目的は「全社の戦略の実現」
１つ目の特徴は、業務改革の目的そのもの

である。従来の業務改革の目的が生産性向上
やコストダウンであるのに対し、全社型業務
改革は全社の戦略の実現が目的なのである。

業績が悪化し余剰人員を抱えてしまってい
るという状態であれば、単純な人員削減の施
策に舵を切り、最低限の人員で業務をこなす
というやり方もできる。しかしその結果、縮
小均衡のサイクルに陥り、新事業の立ち上げ
や事業機会の波に乗れず、何度もリストラを
繰り返すという事態を招いてしまうケースも
少なくない。

今求められているのは、企業全体が新しい
事業環境に適応するための全社を挙げた改革
であり、単純なコスト削減や特定部門だけの
生産性向上ではない。したがって全社型業務
改革には、企業としての経営戦略、あるいは
事業戦略が必要不可欠となる。企業や事業全
体を生まれ変わらせるために、組織や人も含
めて業務全体を見直し、環境に適応させてい
く必要がある。

2	 大胆な組織改編や人事異動の実施
２つ目の特徴は、組織や人員の異動・変更

である。従来の業務改革では、改革実行者の
利害関係が背景にあるため、同実行者の管理
下にある部門や部署で働く人員に対しては踏
み込んだ改革がされにくかった。なぜなら、
特定業務や特定部門の改革を主導するのが部
門長自身であり、自分の組織に手をつけるこ
とへの心理的抵抗が強く働くからである。そ
のため、外注費や派遣社員の削減を検討する
ことはあっても、管轄部門や管轄部署を超え
た正規社員の大幅な配置転換や人員削減を伴

図6　従来の業務改革と全社型業務改革の比較 

従来の業務改革 全社型業務改革

部門長、プロジェクトチーム

ダイナミック 
（組織改編・人事異動を伴う） 

ミニマム 
（派遣・契約社員の削減、

社員の担当変更）

経営者＋専任部署

全社（海外・子会社を含む）
または複数部門・業務

全社の戦略の実現 
（企業価値向上）

組織の生産性向上 
（コストダウン）

特定部門・業務対象組織

旗振り役・推進役
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う改革は、いわゆる「リストラ」でないかぎ
り、実施されにくかった。

こうしたことから、業務改革を実行しても
当初の期待とは裏腹に社員の余裕時間が増え
るにとどまり、業務上の利便性向上にはつな
がるものの、目に見える形での財務的成果に
つながらないケースが多かった。

これに対して全社型業務改革は、先に論じ
たように「戦略の実現」が目的であるため、
組織や人の問題にも大胆に踏み込んだゼロベ
ースでの改革という特徴がある。ビジネスを
遂行していくうえで現在の組織が本当に最適
なのか、そこに社内の人的リソース（資源）
を割り当てることが付加価値創造につながる
のか、といった観点で業務を見直していく。

低成長の事業環境下で、企業としては従来
の分野から新たな分野に人材を振り向けるた
めの原資を生み出さなければならない。場合
によっては早期退職やリストラによって経営
の合理化を進めないと、会社全体が立ち行か
なくなるおそれがある。多くの日本企業が、
アンタッチャブルな（手をつけにくい）領域
にも踏み込んだダイナミックな改革をしなけ
ればならないという、切羽詰まった状況にあ
るともいえる。

3	 改革の対象が全社または複数部門
３つ目の特徴は、従来型業務改革よりも、

対象となる組織や業務の範囲が拡大している
点である。戦略の実現に向けて、組織改編や
人事異動を含む経営リソースの再配置をする
結果、当然ながら改革の対象範囲は拡大する。

業務効率化や、生産性向上を目的とした従
来型の業務改革およびカイゼン活動でも、特
定部門や特定業務の改革を長年続けている

と、当初こそ大きな改革効果が得られても、
その改革余地は徐々に小さくなっていく。し
かし、業務間の前後の連携や組織間の連携に
着目すると、業務全体の流れおよび業際に、
実はこれまで見逃していた改革余地や新しい
業務のやり方があることに気づく。

問題の大きい部門や課題のある部門のみで
業務改革を進めるのではなく、個々の部門を
バリューチェーン（価値連鎖）上のビジネス
の一構成要素であると捉え、関連する部門の
集合体を改革の対象とする──いわゆる「サ
イロ化」した組織の壁を取り払う形の改革で
あることが特徴である。

個々の組織や業務の最適化ではなく、会社
全体やバリューチェーン全体を見て最適化を
図る。その結果、従来の業務改革よりも一段
と大きな効果、および未着手だった領域での
効果も期待される。

4	 専任部署の設置
４つ目の特徴は、改革を企画・推進して新

たな業務の仕組みづくりをするために専任部
署の設置が必要になることである。ここ数
年、日本企業では「業務改革本部」や「業務
革新推進室」といった名称の組織・部署が設
置されるようになってきている（次ページの
図７）。

従来の業務改革では、特定部門のタスクフ
ォースという形で事業部門からメンバーを招
集して社内でプロジェクトチームを編成し、
情報システム部門がそのニーズを情報システ
ムに実装するというケースが中心だった。

しかし大規模な業務改革を進めるに当たっ
ては、特定部門の利害や、場合によっては特
定の人の社内での声の大きさに左右されるこ
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となく、鳥瞰的見地から全社の「あるべき業
務」を決定する必要がある。またプロジェク
ト運営の観点からも、関与者が増え、個別に
検討を進める分科会やワーキンググループが
複数立ち上がる大規模なプロジェクトとなる
ため、専任部署が改革全体の橋渡し役となっ
て進捗管理をしていかなければ、期待された
改革の効果を予定期間内に上げることが難し
くなる。

Ⅳ 全社型業務改革の実践事例

では、全社型業務改革とは具体的にどのよ
うな改革なのか。NRIは全社型業務改革を、
改革の契機とその内容から、

①戦略直結型業務改革
②システム一体型業務改革
③人材変革型業務改革
──の３つに類型化している。それぞれの

改革について事例を交えて以下に論じる。

1	 戦略直結型業務改革
「戦略直結型業務改革」とは、海外を含む新
規の事業領域での成長を目指して現行の業務
とは異なる業務プロセスを構築する場合や、
従来のサプライチェーン（供給網）とは異な
る形の取引形態を実現するような場合の改革
である。

● 製造業Ａ社の事例
製造業Ａ社における経営戦略の最優先事項

は海外事業の拡大であった。中国や東南アジ
アを中心に、過去10年間で着実に売り上げを
伸ばしてきていたが、今後のさらなる事業の
発展や、現地でのさまざまな経営リスクをコ
ントロールするうえでは、海外法人の経営の
現地化が課題となっていた。

そのため海外事業の経営構造改革のプロジ
ェクトを本社直轄で立ち上げ、中国と東南ア
ジアに地域統括会社を設立して現地人経営者
を同社の幹部に登用する改革を行った。併せ
て、日本本社側の海外事業担当部門の機構改
革も実施し、事業部門ごとであった個別管理
体制を海外事業統括部門に再編した。さら
に、グローバル経営管理システムを導入する
ことにより、海外法人側の意思決定を迅速化
させるとともに、日本側でも海外側と同じレ
ベルで経営状況をモニタリングできるように
した。

● 消費財メーカーＢ社の事例
消費財メーカーＢ社は、卸や小売りを通じ

た間接販売チャネルでの事業拡大に限界を感
じ、消費者に直接販売する直販チャネルの強
化を重要な経営戦略として掲げた。

通常であれば、従来の販売チャネルとの競
合を回避するため子会社で事業を立ち上げた
り別ブランドで販売したりと、スモールスタ

図7　業務改革部署への人事異動発令企業の推移 

注）国内全上場企業を対象に、「業務改革」「業務改善」「業務プロセス改革」などの
組織キーワードを含む部署で人事異動が発令された企業を集計 

出所）ダイヤモンド社D-Vision Net ｢人事異動情報｣より作成  
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ートの形態を取る。しかし、競合他社がそう
したやり方での事業の立ち上げに失敗し撤退
する様子を見てきたＢ社は、事業化の最初か
ら、数年後に計画する事業規模を前提に、直
販専用の新たな商流・物流の業務設計、およ
びそれに必要な情報システムを整備してい
る。

この上述の２社とも、経営戦略を実現する
ために業務と情報システムを新たに構築した
例である。従来は業務・情報システムのこう
した整備は後回しにされがちであったが、ス
ピード感を持った事業構築が求められる昨今
では、事業拡大に合わせて、あるいは先行し
て仕組み構築に着手するようになってきてい
る。

2	 システム一体型業務改革
「システム一体型業務改革」とは、基幹シス
テムの更新をきっかけに、現在のビジネスや
取引形態とミスマッチを起こしている、過去
から脈々と受け継がれてきた業務プロセス
を、先進的なITを活用して全社的に見直そ
うとする改革である。

● 中間流通業Ｃ社の事例
中間流通業Ｃ社は、受注処理から物流倉庫

への出荷指示、仕入会計・販売会計までの一
連の処理を、ホストコンピューターで一手に
行っていた。しかし、川上・川下両方からの
業界全体への圧力が強くなり業界再編の動き
が活発化してきたため、近年はM&Aを繰り
返し、そのたびごとに新旧の情報システムを
併用しながら、順次、統合していくという作
業を繰り返していた。

ホストコンピューターによる現行システム

は、そもそも二十数年前に原型が開発された
もので、いわば「建て増し」のような追加開
発を随時行って構築されてきた。そのためシ
ステムの全体像を把握する人員が、社内にも
アウトソース（外部委託）先の情報システム
会社にもいないという状態になっていた。こ
のような状況下ではあったが、ハードウェア
だけは「延命措置」で更新されてきていた。

そこで当初は、情報システム部を中心に
「基幹システム再構築プロジェクト」として
社内プロジェクトが組成されてスタートし
た。しかし、新システムの開発には数十億円
の投資が必要になるうえに、自社の業務上の
課題だけでなく、小売り・流通業を取り巻く
業界全体の環境変化を踏まえた新たな業務要
件を取り込んで開発をしなければならない。

そのためＣ社の経営陣は、情報システム部
門を中心とするプロジェクト体制に不安を抱
き、新たに商流・物流の業務に詳しい人材や
営業部門の人材も巻き込んだ専任部署を新設
した。この部署は単に新システムの開発が目
的ではなく、既存業務全体を合理化し、今後
の事業戦略に求められる業務要件を盛り込ん
だ新業務の実現を目指した。そこで同社は経
営上のこの取り組みを、当初の基幹システム
の再構築から格上げし、業務そのものを見直
す活動の下に新システムを構築することと位
置づけし直した。

このＣ社の例に見られるように、企業の基
幹システムの再構築は、企業のバリューチェ
ーン全体を見直す大きなきっかけになり、従
来の特定部門または特定業務単位の改革では
手をつけにくかった部門間・業際間の問題の
抜本的な見直しにつなげることができる。



14 知的資産創造／2012年12月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

3	 人材変革型業務改革
「人材変革型業務改革」とは、自社だけでな
く顧客や取引先といったステークホルダー

（利害関係者）の人材、およびその働き方、
コミュニケーションに着目する改革である。

たとえばホワイトカラーと呼ばれる事務系
社員の生産性向上という点に着目すると、そ
の戦略的意図とは、社内外の情報伝達をスム
ーズにして社内ナレッジ（知識・知恵）を有
効に活用しながら間接業務を削減し、そのう
えで、人材や効率化した時間を新たな事業や
直接業務に振り向けることにある。つまり、
ボトムラインとトップライン双方の効果が期
待できる。

この場合、戦略的に新たに振り向ける先の
事業や業務が存在しないと、その効果が半減
したり余裕時間として吸収されてしまったり
するので注意が必要である。

改革の具体的な打ち手としては、研究開発
部門や営業部門、本社企画・管理系部門に対
して、全社的に情報が共有できるITコミュ
ニケーションツールを整備する。社内外のナ
レッジをいつでもどこでも活用しながら働く
ことのできる環境を提供し、ホワイトカラー
のワークスタイルそのものの変革を促す。

多くの企業で見られる光景であるが、社内
の会議が多く、その大半が意思決定ではな
く、情報共有のための会議であったりする。
また、社内報告や顧客への提案のために、表
計算ソフトを駆使したデータ集計に時間をか
けていたり、プレゼンテーション用ソフトで
資料を大量に作成していたりする光景も見ら
れる。これらは一見すると必要な業務に思え
るが、生産業務か事業価値創造につながる本
来の活動であるのかという観点からすると、

非効率であったり別の手段で代替できたりす
るケースが多い。

● 化学品メーカーＤ社の事例
化学品メーカーＤ社は、これまでも生産工

程の業務改革には取り組んできており、工場
ラインの自動化や可視化を進めてきた。その
結果、原料価格・為替変動の影響はあるもの
の国際的な競争力を維持してきた。その一方
で、間接部門や研究開発部門での業務の可視
化は進んでおらず、適正な業務量や人員配置
という観点からは、経営側も漠然と問題意識
は持ちながらも、現場の抵抗もあり改革のメ
スを入れることができなかった。

そこでＤ社は、ホワイトカラーを中心に全
社の業務量調査を実施した。本社および工場
管理部門では本来的な企画・管理業務と処理
的業務とを切り分けして可視化し、研究開発
部門では試験・実験・開発業務と、過去の実
験データなどの情報収集や報告業務を精緻に
可視化した。

その結果から、社内の会議や連絡・伝達方
法、紙媒体・電子媒体による社内情報の蓄
積、およびコミュニケーションに問題がある
ことを突き止め、全社の情報系システムを再
整備することを決定し、着手している。

また、本社オフィスの移転が決定していた
ため、間接部門や営業部門の社員に対して
は、固定の自席を用意しないいわゆる「フリ
ーアドレス制」の導入、社内の文書自体を減
らす「ノンペーパー活動」への取り組み、さ
らに在宅勤務の制度整備にも着手して、ホワ
イトカラーの働き方そのものにメスを入れよ
うとしている。

これらの一連の業務改革でＤ社が期待して
いる成果は、従来の大量生産型ビジネスか
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ら、近年の成長事業領域である素材を活用し
た電子材料などの多品種型ビジネスへの人材
シフトである。戦略実現に向けて社内の人材
やナレッジの交流を促し、社員の融合化とモ
ビリティ（可動性）を高めて、業務だけでな
く企業文化をも変えようとしている。

Ⅴ 全社型業務改革の進め方と
 成功のポイント

全社型業務改革を成功に導くには、改革に
かかわる部門や人材が、それぞれの立場で求
められる役割を着実に果たすことが前提条件
である。

1	 専任部署の全社最適視点による
	 改革推進

全社を挙げて業務改革を実行しようとする
場合、従来、その運営組織は経営層から任命
されたプロジェクトチームのほか、情報シス
テム部門が主導してきた。しかし昨今は、事
業部門や情報システム部門など、人材をクロ
スファンクションで集結させ、業務改革の専
任部署を新設して取り組むケースが増えてい
る。

前述のNRIの調査によると、国内の上場企
業3500社のうち約200社の企業が、業務改革
を推進する専任部署をすでに設置しているこ
とがわかっている。そしてその部署の長には
社長自らが就いたり、常務取締役や執行役員
クラスが就いたりする企業も多い。

専任部署を置くメリットは、特定部署の現
状の利害を超え、今後の戦略を踏まえた全社
最適の観点から新業務を設計できることにあ
る。また、兼任体制によくありがちな「活動

に十分な時間が取れない」「検討が中途半端
になる」「活動が遅延する」などのリスクも
回避・軽減できる。

逆にいえば、特定の事業部門の代表者や情
報システム部門だけでは部分最適に終始し、
現状にとらわれすぎて抜本的な業務改革に至
らないケースが多く、経営が望む改革の推進
にとって大きな足かせとなる。特定の事業部
門の代表者は、自部門の業務には精通してい
るものの、必ずしも業務の最初から最後まで
の全体を一連の流れとして捉えているわけで
はない。また、本来の業務を横に置いてま
で、改革をどうしても成し遂げなければなら
ないという意識も持ちきれない。

そこで業務改革の専任部署がPMO（プロ
ジェクト・マネジメント・オフィス）の役割
を担い、業務全体を見渡しながら事業部門に
適切な提案やアドバイスをし、一方、情報シ
ステム部門に対してはコストと時間をマネジ
メントしながら、改革活動全体を進めていく
ことが有効である。

2	 事業部門の積極関与
業務改革の対象となる部門が果たすべき役

割は２つある。１つは、自社の戦略を理解し
たうえで今後のあるべき業務を描くこと、も
う１つは、現状にとらわれず、変化を前向き
に受け入れて現状の業務を積極的に変えるこ
とである。

これまでの多くの業務改革は、事業部門の
抵抗により頓挫したり、情報システム面では
多くの例外処理やカスタマイズ開発が必要と
なって開発費用や期間が当初の想定を超過し
たりしてきた。しかし、事業部門が自らの事
業や業務範囲を超えて自社全体が置かれた経
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営環境を認識し改革の必要性を理解できれ
ば、新業務の設計や導入において、「本当に
守らなければいけないもの」「変えるべきも
の」は何かが明確に取捨選択できるはずであ
る。

プロジェクト活動を通じて業務改革に取り
組む場合、事業部門からの積極的な関与が不
足し、同部門からの理解がどうしても得られ
ないということが起きがちである。これは大
きな障害となる。このことから、事業部門出
身者をプロジェクトの専任者として人事異動
を発令し、専任部署に取り込むことが全社型
業務改革の有効な手立てとなる。これによ
り、専任部署は事業部門と継続的かつ綿密に
対話を繰り返すことが可能となる。

3	 情報システム部門と専任部署との
	 二人三脚による先導

情報システム部門も全社型業務改革では極
めて重要な部門である。戦略直結型、システ
ム一体型、人材変革型の３類型のいずれにお
いても先進的なITを情報システムに導入し、
有効に活用することが必須である。

情報システム部門は、全社型業務改革の専
任部署に中核メンバーを輩出する部門である
とともに、専任部署と緊密な協力関係で改革
を進める主体者の一つである。その点で、以
下の３つの役割が求められる。

第１に、事業部門および業務改革の専任部
署に対してITに関するさまざまな情報を提
供することである。事業部門の関心は現場の
業務を着実に遂行することにあり、現状を大
局的な見地から分析したり、同業他社や異業
種の業務がどのようなやり方であるかを把握
したりする機会は比較的少ない。これに対し

て情報システム部門は、ITに関連する情報
や提案をさまざまなベンダーから提供される
機会が多い。その優位性を活かして、情報シ
ステム部門は、成功事例を含むこれらの外部
情報を事業部門に提供するとともに、併せて
自社での適用可能性とその予想効果を検討
し、社内の業務を変えるアイデアを提供する
のがその役割である。

第２に、事業部門の要望を整理し適切な実
現手段を提供することである。情報システム
の利用者は表面的なユーザーインターフェー
スや特定機能の有無にこだわる傾向がある。
また仮に戦略的見地を踏まえ、今後のあるべ
き業務を特定できたとしても、事業部門が実
現したい業務の本質は何であるかをITの専
門家の目で捉え、どのような技術やアーキテ
クチャー（システム構成・構造）によってそ
れを実現するのか、安定的に運用するための
システム基盤をどうするのかなどを提案する
ことは、情報システム部門の本来の役割であ
る。

第３に、部門横断の業務改革プロジェクト
のマネジメント機能である。情報システム部
門は専任部署とともに、外部のシステム会社
を適切に管理しながら、業務改革推進の先導
的な役割を積極的に果たすべきである。

4	 経営者主導で次世代の
	 経営基盤を構築

今後、日本企業で取り組みがますます本格
化していくと予想される全社型業務改革で
は、業務改革を先導する専任部署を中心にす
えて、事業部門・情報システム部門それぞれ
の役割を明確にして取り組むべきである。

日本企業が現在置かれている経営環境を考
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えると、業務改革はもはや現場レベルの課題
ではなく全社レベルの経営課題となってい
る。プロジェクトチームや情報システム部門
からの進捗報告を受けるだけでなく、経営が
率先して、自社をどのように改革しようとし
ているのか、全社の戦略の方向性と合わせて
指し示す必要がある。

第Ⅳ章で示した全社型業務改革の３類型で
ある、

①戦略直結型業務改革
②システム一体型業務改革
③人材変革型業務改革
──のいずれの改革も、もはや特定部門単

体で解決できる問題ではない。外部の力も活
用しながら、社内の複数部門または全社まで
巻き込まなければ答えは導き出せない。この
活動は、いわば新たな経営基盤を構築する活
動にほかならない。

企業のトップマネジメントには、自らの言

葉で改革シナリオを提示して陣頭指揮を執る
役割が求められる。自社の戦略と併せて、全
社型業務改革で目指すゴールを明確に提示
し、社員をその改革に巻き込んで、会社全体
を一気に変えていく。

日本企業を取り巻く環境は急激に変化して
おり、トップマネジメントが全社型業務改革
で強いリーダーシップを発揮することで経営
リソースを早期に再配置し、戦略を実行・推
進させる実現力を高めなければ、時代に取り
残されてしまう。

全社型業務改革は、経営のあり方、経営者
自身の役割とあり方そのものも同時に求めら
れる改革である。
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